
地方大学の振興及び若者雇用等に関する検討の経緯

○地⽅⼤学の振興等に関する緊急抜本対策（平成28年11⽉28⽇ 全国知事会）
１ 地⽅⼤学の振興
低廉な授業料、⼊学料の設定や、地⽅が⾏う地⽅⼤学振興のための諸事業に対して、特別の財政措置を
講ずること。併せて、地⽅⼤学・学部を新増設する場合には、⼤学設置基準の弾⼒的運⽤を認める等の特例
措置を講ずること。

２ 地⽅の担い⼿の育成・確保
地⽅就職者に対する奨学⾦の返還免除制度の創設や、地⽅が⾏う研修・訓練等に対する⽀援の充実など
により、地⽅を担う個性豊かで多様な⼈材の育成・確保を図ること。併せて、初等中等教育や地⽅⼤学を含
む⾼等教育については、地域の将来を⽀える⼈材育成に⽋かせない基盤であり、教職員定数や国⽴⼤学の
運営費交付⾦等の充実をはじめ、機能強化を図ること。

３ ⼤学の東京⼀極集中の是正
東京23区における⼤学・学部の新増設を抑制するとともに、定員管理の徹底を図ること。併せて、東京23区
から地⽅への移転の促進等を図るとともに、それに対する特別の財政措置を講ずること。

４ ⽴法措置による東京⼀極集中の是正の実現
次期通常国会において、上記１から３までに掲げる対策に必要な⽴法措置を講ずること。

○まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（2016改訂版）
地⽅を担う多様な⼈材を育成・確保し、東京⼀極集中の是正に資するよう、地⽅⼤学の振興、地⽅における

雇⽤創出と若者の就業⽀援、東京における⼤学の新増設の抑制や地⽅移転の促進等についての緊急かつ抜本
的な対策を、教育政策の観点も含め総合的に検討し、2017年夏を⽬途に⽅向性を取りまとめる。
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